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はじめに
最終講義のテーマを「歴史としての1990年代」と設定しました１。ま
ず、その意図の説明からはじめます。最終講義で何を語るかを考えてみ
ると、自分の大学教員としての教育・研究活動を振り返るタイプと、専
門分野の研究あるいは講義の内容を扱うタイプの二つに分けられると想
定されますが、私はこの両方を語ることを意図しています。
私は1981年10月に横浜市立大学に赴任しましたので、2014年３月の
定年退職に至るまで32年６ヵ月在職したことになります。この間を振り
返ってみると、前半のゆっくりと勤務した時期と、後半の忙しく働いた
時期とが対照的であり、その転換点が1990年代であったように感じます。
1990年代に何が起こっていたのでしょうか。その時期、本学の学内組織
に大きな転換があり、背景には日本の大学をめぐる状況の変化、さらに
は日本社会、国際社会の大転換があったことが認められます。そして、
私の担当科目である「東アジア社会」に引き付けて考えれば、今日の重
要問題である日中関係の険悪化、それをもたらした日中関係の構造変化
についても、1990年代に起点があることに気づきます。
このように、1990年代は、私の本学での活動、日本社会・国際社会の
動向、現代日中関係のいずれにおいても、大きな転換期であったという
ことができます。現在の私たちがどのような歴史的位置に立っているの
かを知るうえで、1990年代の意味を探ることはきわめて重要であると思
います。また、現在の学部学生の大半は1990年代生まれですから、その
時期を長期の歴史的文脈のなかで捉えるきっかけを提供することも、講
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１ 本稿は2014年２月５日５限にカメリアホールで行った最終講義をもとに作成したもので
ある。
義の締め括りとして意味があると考えました。
以上のような意図のもとに、以下では、第一に私の本学での活動の総
括、第二に国際社会・日本社会の転換の概要、第三に日中関係の構造変
化の３点について、1990年代に焦点をあてながら述べていきたいと思い
ます。
Ⅰ　横浜市大32年6ヵ月
私の本学での活動は、教育、研究、学内業務に大別されますが、いず
れも1990年代の前と後では大きな変化を遂げています。以下、変化の内
容を振り返ってみます。
１　教育組織と担当科目の変遷
1981年10月の着任時に所属した教育組織は、文理学部文科人文課程東
洋史専攻でした。当時の文理学部は文科と理科に分かれ、文科は外国語
課程、人文課程、人間社会課程、国際関係課程の４課程で編成され、人
文課程には哲学、国文、日本史、西洋史、東洋史の５専攻がありました。
私は、一般教育の「歴史Ⅳ」、専門科目の「社会史」「文化史」「近代史」
など、それに「演習」を担当しましたが、一般教育は200～300人の大教
室、専門科目や演習は少人数の授業でした。国際関係課程を除けば、各
専攻に複数（おおむね2～3名）の教員と学生が帰属して共同体を構成す
る、伝統的な文学部スタイルの教育システムであったように思います。
1980年代の大学の雰囲気はゆったりとして落ち着いたものでした。私
の採用面接は、現在のように多くの教職員を前にして模擬授業を行うの
ではなく、研究室でお茶を飲みながら談話することで終わりました。教
員同士の共同体意識も強く、昼食時などに集まって交わす雑談が専門分
野の枠を超えて視野を広げる役割を果たしていました。
1990年代に入り、文理学部改組、大学院設置など、組織の再編が行わ
れ、それに合わせて担当科目、教育内容にも大きな変化が生じました。
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1995年4月、文理学部文科は国際文化学部に改組され、国際関係、日本
アジア文化、欧米文化、人間科学の４学科編成となりました。私の所属
した日本アジア文化学科（略称、日ア）は、日本文学、中国文学、日本
史、アジア史の４専攻、専任教員10名、学生定員45名で構成されること
になったのです。授業科目としては、一般教育で「横浜学事始」、専門
科目では「日本アジア関係史」など学科の理念に合わせた科目を担当し
ました。文理学部時代との大きな違いは、学科の名称に「アジア」が付
いたことが注目されたためか、アジア史専攻の学生が一挙にふえたこと
でした。改組以前は専攻所属の学生数は１学年４～５名程度の少人数で
したが、新学部第１期生は28名にのぼるなど、急激な変化に驚いたもの
でした。
また、学部改組に先行して、大学院国際文化研究科が設置され、その
日本・東アジア文化コースを担当することになりましたが、こちらは研
究科全体で学生定員が少なく（修士課程10名、博士課程３名）、密度の
濃い教育に携わることになります。中国、韓国等からの留学生が次第に
目立つようになりました。
学部改組から10年、2005年４月に大学全体の組織再編が行われ、国際
文化学部は商学部、理学部と統合され、国際総合科学部という大組織が
成立しました。そのなかは７つのコースで構成され、私は国際文化創造
コースに配属されることになり、それまでの専攻という基礎単位は消滅
したのです。新学部では、共通教養で「教養ゼミ」、「横浜学事始」、専
門教養で「東アジア社会」などを担当、「演習」は文理学部時代のよう
に数名の規模に縮小しました。
さらに、2012年4月、国際総合科学部７コースは、新たに４学系12コ
ースに編成替えされ、その際私は国際都市学系グローバル協力コースに
配置され、２年を経て定年退職を迎えることになったわけです。
なお、大学院も国際総合科学研究科に統合され、そのなかの国際文化
研究専攻の担当となりました。その後大学院はもう一度再編され、2009
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年４月、国際文化研究専攻を母体にして、都市社会文化研究科が発足し
ました。
このように所属する教育組織が次々と変わっていったのは、1990年代
から2000年代にかけて、横浜市立大学が２段階で組織再編を行ったため
でした。第一段階は1990年代であり、長年の懸案であった文理学部改組
により、1995年に国際文化学部、理学部開設、またそれに先行して
1989年に大学院総合理学研究科、1993年に国際文化研究科が新設され
ました。第二段階は2000年代であり、2005年に大学が横浜市直轄組織
から公立大学法人へと移行するのに合わせて、３学部統合による国際総
合科学部の開設、４研究科統合による国際総合科学研究科の設置（さら
に2009年、３研究科への改組）がなされたのです。
この間の二度にわたる組織再編で印象に残っているのは、専攻（ゼミ）
の学生数が少数から多数へ、再び少数へと激動したことです。図１に卒
業生の人数の変化が示されていますが、1998年度（1995年度入学生）
の急増、2009年度の減少（2005年度入学生の減少は2008年度卒業生の
減少となるはずだが、2004年度以前入学の留年生がいるため、2008年
度は減少が目立たない）をみることができます。ここから導かれる教訓
として、学科名称は学生を集めるうえできわめて重要であることを指摘
できるでしょう。
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このような横浜市大組織再編の背景については後に述べるとして、次
に私の研究内容の変化についてふれておきましょう。
２　研究内容の変遷
私の研究スタイルの特徴としては、二つの領域を結びつける架橋型
（融合型）の取り組みを行ってきたことかと思います。たとえば、経済
学と歴史学の架橋です。私は経済学部・経済学研究科の出身で経済学を
勉強してきましたが、そのなかでも経済史という歴史に関わる分野を専
攻しました。横浜市大では歴史担当教員として、教育面では経済学では
なく歴史学を中心に授業を行いましたが、研究は経済史中心に進めてき
たわけです。これに関連して、研究対象とする時代は、近代と現代にま
たがり、現代については歴史研究と現状分析の両面に及んでいます。さ
らに、研究対象地域はといえば、日本と東アジア（韓国・朝鮮、中国・
台湾）の両方を取り上げてきました。
こうした複合的な研究活動のなかで、時期によって重点が移動してい
ます。簡単にいえば、1990年代以前は戦前期の日本を中心とする歴史研
究に重点を置き、1990年代以降は戦後期・現状について東アジア規模で
考えることを主とするように転換してきました。教育面と同様に、研究
面でも1990年代は転換点であったのです。
それでは、研究における転換の契機は何であったのでしょうか。画期
となったのは、1991年に刊行した著書『近代日本における対満州投資の
研究』（近藤出版社）の日経・経済図書文化賞の受賞、および1995～96
年の米国での在外研究でした。受賞作はそれまで10年あまりかけて取り
組んできた研究成果をまとめ、刊行後に博士学位論文として提出したも
ので、受賞によってそれまでの研究に一区切りをつけられたという感慨
をもちました。余談ですが、本書を出版してくれた近藤出版社はその後
間もなく倒産し、本書も絶版となってしまいました。出版前に倒産して
いれば、本書は陽の目をみなかったわけで、きわどいタイミングでした。
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付け加えれば、本書の出版は科学研究費の刊行助成を得ており、倒産の
原因ではありません。
本書は、近代日本の決定的転換点であった「満州事変」（その後、日
中全面戦争、アジア太平洋戦争へと拡大）の起源について、「満州」現
地における日中経済関係の対立面から究明を試みたものです。1920年代
の日中関係において、日本の対中優位の構図が新興中国のナショナリズ
ムの高揚によって崩れていくことに焦慮した日本の軍部の暴走が「満州
事変」を引き起こすことになるわけですが、その背景に存在した経済関
係の文脈を掘り起こすことを意図した研究です。当時は意識するはずも
なかったのですが、最近の日中関係の構造変化と二重写しになってみえ
てきます。参考のために、本書の目次を掲げておきます。
序章　課題と視角
第Ⅰ部　日露戦後期（1905－1914年）
第１章　対満州経済進出の開始
第２章　満鉄の創業
第３章　植民地金融機構の形成
第Ⅱ部　第一次大戦期（1915－1919年）
第４章　対満州経済支配の強化
第５章　満鉄の発展
第６章　植民地金融機構の再編成
第Ⅲ部　1920年代（1920－1930年）
第７章　対満州経済支配の動揺
第８章　満鉄の拡充と「危機」
第９章　植民地金融機構の混迷
終章　総括と展望
次に、もう一つの画期となった在外研究にふれておきましょう。私は
在職期間中に２回、在外研究の機会をもちました。1回目は1986年10月
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から1987年３月まで中国・上海の复旦大学歴史学部、２回目は1995年
４月から1996年３月まで米国のハーバード大学コリア研究所に行き、そ
れぞれ得がたい経験をすることができました。上海では、文化大革命の
後遺症をかかえながら改革開放に進む中国社会の胎動、とりわけ民主化
運動の高揚と挫折（胡耀邦失脚、天安門事件前史）を目撃しました。ハ
ーバードでは、グローバル化のなかの米国社会の活力、教育研究の世界
的拠点として研究者の国際交流が活発に行われている状況を垣間見るこ
とができました。サバティカル制度の重要性を実感できたことも成果の
一つと考えられます。そして、米国での体験が、私の研究活動の重点を
移行させる大きな契機になったように、今から振り返ることができます。
しかし、新たな研究分野に踏み出すべく帰国した後、大学をめぐる状
況の急変、そのなかで学内業務への注力を余儀なくされ、後半期の研究
活動は納得のいく成果をあげられなかったことは、今から思うと残念で
なりません。退職後に取り戻すことを期するのみです。
３　学内業務の変貌
1990年代以前の学内業務は一般の教員がだれでも経験する範囲のもの
で、特に取り立てて述べることはありません。教務、入試、一般教育、
国際交流、図書などの委員を務め、学生生活委員にはなぜかあたりませ
んでした。
1990年代の組織再編期に、改組関係の仕事に多少かかわりますが、中
心となったわけではありません。ところが、1998年末の教授会で学部長
に選出され、学内業務のウエイトが急増することになります。学部長選
出については、事前に気配すらなく、青天の霹靂といった感じで当惑し
ましたが、選出された以上はこれにかなりのエネルギーを注ぐことにし
ました。1999年４月から４年間、国際文化学部長・国際文化研究科長を
務め、学部では教育の質の向上を目指し、授業方法の交流を進めるFD
活動に取り組みました。その一つの成果として、『教室からの大学改革』
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の刊行があげられます２。研究科では社会人を対象にした「まちづくり
研究コース」を新設し、これは後の都市社会文化研究科に継承されてい
きます。
2002年、新しく就任した市長のもとで、抜本的な大学改革を迫られる
ことになります。横浜市立大学のあり方についての懇談会が設置され、
教育組織、人事制度の大転換を含む改革案が示されました。それを受け
て2003年、大学改革のための特別委員会（プロジェクトR）が組織され、
その一員として改革構想に取り組むことになりました。その経緯につい
ては別の機会に譲りたいと思いますが、とにかく2003年は超多忙な年と
なりました。2004年は、改革構想の細部を詰め、公立大学法人化、新学
部、新研究科の設置準備を進め、2005年度に新たな体制に移行したわけ
です。
私は、2005年以降は、少し役職から距離を置くつもりでしたが、不十
分なままであった大学院改革を具体化するため、国際文化研究専攻長、
次いで新設の都市社会文化研究科長を務める羽目になり、さらに学術院
という組織の発足とともに、学術院国際総合科学群長、定年を迎える最
後の年には副学長（学術院担当）となり、とうとう最後まで学内業務に
労力を割くめぐり合わせとなってしまいました。
そのなかで、国際文化研究専攻長・都市社会文化研究科長としては、
大学のミッションとされた地域貢献に適応できる研究科づくりに取り組
みました。また学術院国際総合科学群長としては、サバティカル制度の
再建による研究環境の向上、学術院研究交流セミナーによる教職員間交
流の推進、RA（研究協力員）制度の新設による大学院博士後期課程学
生の研究活動支援などに注力しました。さらに副学長としては、医経連
携（医学系と経営学系の教育研究面での提携）の推進、大学資料室（創
立百周年を目指して）の設置などを試みましたが、これらは緒についた
ばかりで、後の方に引き継ぐことになります。
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２ 上杉忍・佐々木能章編『教室からの大学改革』（文葉社、2004年）。
ともかく、1999年以降の15年間は、じっくりと研究に取り組むゆとり
のないままに定年を迎えたわけでした。
４　横浜市大改革の背景
本学が1990年代、2000年代の二度にわたり、大規模な組織再編を実
施した背景には、政府・文部省の大学政策の展開、それに対応した横浜
市の大学政策の変化が存在しました。文部省の大学政策は、戦後占領期
に米国の影響下で発足した新制大学を前提にして種々の施策が実施され
てきましたが、重要な転換は1980～90年代に訪れます。1984年臨時教
育審議会設置、1987年大学審議会設置が政策転換の推進力となり、
1991年の「大学教育の改善について」をはじめとする各種の答申が出さ
れていきます。そこでの焦点は大学設置基準の大綱化（特に一般教育と
専門教育の区分撤廃）および大学院の拡充でした３。
大綱化により、多くの大学では一般教育系（教養系）科目の縮小、教
養部の廃止が進行していきます。大学院の拡充では、入学定員の増加、
一部の大学の大学院重点化（部局化）が起こりました。これらの動きは、
日本の高度経済成長終焉後における大学教育の高度化、専門教育重視と
いう社会的要請に沿ったものと考えられます。元来、横浜市大の文理学
部は戦後新制大学の理念を体現するリベラルアーツ教育を担ってきた組
織でしたが、文理学部改組、理系・文系大学院設置は、まさにこうした
新制大学の転換の流れに照応したものであったわけです。
このような第一段階の再編の延長上に、より大規模な第二段階の大学
改革が実施されていきます。2005年改革の内容は多岐にわたりますが、
法人化に伴うトップダウン型意思決定システムへの転換、３学部（４研
究科）統合、教員全員任期制の３点が柱となったことは間違いありませ
ん。しかし、本学のような公立大学の法人化は1990年代まではほとんど
意識されていませんでした。それが突然浮上するのは国立大学の法人化
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３ 大崎仁『大学改革 1945～1999』（有斐閣、1999年）307～319頁。
を契機としており、国立大学の法人化は1998年の橋本政権の行政改革
（中央省庁再編等）を発端としています。以前から国立大学法人化の課
題は、大学運営の自律化の観点から1970年代の中央教育審議会、1980
年代の臨時教育審議会などで取り上げられていましたが、いずれも具体
化には至らず、1990年代末の行政改革、公務員削減、民営化の文脈でに
わかに現実性を帯びてきたことが特徴的です４。それゆえ、自律化より
も効率化の面が強く現れる事態となったわけです。
この背景には、1990年代に顕著になったグローバル化、科学技術の高
度化と競争激化、少子高齢化、財政危機などの問題があったことはいう
までもありません。厳しい財政制約のもと、少子化に起因する大学間競
争、グローバルな科学研究や技術開発の競争、産業界と大学の連携強化
の要請等の諸要因が重なり、法人化が一気に進んだと考えられます。横
浜市大の場合、横浜市の直轄組織であった時代には市側の積極的な大学
政策は明確でなく、法人化を契機にしてグローバル化、地域貢献といっ
た課題への大学の取り組みを要請する力が強まったように思われます。
そこで次に、このような大学をめぐる状況の変化をもたらした世界的
あるいは日本国内の歴史的な転換とはどのようなものであったのか、そ
の概要をみていくことにしましょう。
Ⅱ　1990年代の世界と日本
１　世界史の重層的転換
1990年代の世界は、スケールの異なる三つの転換が重なっていたとみ
ることができます。第一の転換は冷戦の終焉です。冷戦の起源は1940年
代後半ですから、だいたい50年スケールの話です。ロシア革命まで遡っ
てもせいぜい80年といったところでしょう。社会主義圏の解体は国際政
治構造の変動、さらには各国の国内政治構造の変容をもたらしました。
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４ 岩崎稔・小沢弘明編『激震！ 国立大学―独立行政法人化のゆくえ』（未来社、1999年）、
参照。
第二の転換はグローバリゼーションの新段階への移行です。グローバリ
ゼーションを資本主義世界システムの展開とみるならば、このスケール
は大航海時代以来として500年、産業革命以来とすれば200年あまりとな
ります。第三の転換はIT革命（情報通信革命）の進行です。これは
1970年代から生じていますが、1990年代に顕著な進展を遂げました。
これを人類の歴史時代開始（文字記録の成立）以来の変化とみるならば、
実に5000年のスケールとなり、グーテンベルクの活版印刷術発明以来と
みれば550年程度となるでしょう。このように大きく整理すれば、50年、
500年、5000年の３つのスケールの転換が相互に影響しあいながら進行
したのが世界史における1990年代とみることができます。次に、３層の
転換それぞれの内容と相互の関係を、もう少し立ち入って考えてみまし
ょう。
（１）冷戦の終焉
冷戦の終焉は1990年代を特徴づけるわかりやすい指標であり、詳しく
論じるまでもないでしょう。主な出来事は次の略年表に示されています。
1989年 中国、6.4天安門事件
ベルリンの壁、崩壊
米ソ首脳（ブッシュ、ゴルバチョフ）マルタ会談、冷戦終
結宣言
1990年 イラクのクウェート侵攻⇒1991年湾岸戦争
東西ドイツの統一
1991年 ワルシャワ条約機構解体、ソ連解体（独立国家共同体へ）
韓国・北朝鮮、国連同時加盟
1992年 ユーゴスラヴィアで内戦勃発（ユーゴ解体へ）
中国・韓国、国交樹立
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冷戦の終焉は、グローバリゼーションの波が社会主義圏に及んだこと
を要因とし、結果として経済グローバル化、市場経済の世界化を一気に
加速することになります。国際政治のうえでは、体制間の対立構造が解
消し、これに代わって民族や宗教の違いに起因する紛争が主要な問題と
して現れてきます。ソ連の解体、中国の市場経済化のなかで、少数民族
の問題が新たな焦点として浮上してきます。「歴史の終わり」、「文明の
衝突」などの議論が出てくるのも、この時期の特徴といえます５。また、
１国規模でみると、階級間矛盾の発現が弱まり、福祉国家の縮小、新自
由主義イデオロギーによる小さな政府論が勢いを増していきます。
（２）グローバリゼーションの進展
第二の転換、グローバリゼーションの進展は、冷戦の終焉の産物であ
り、またIT革命によっても促進されました。グローバリゼーションの歴
史は、大航海時代、産業革命期、帝国主義時代、冷戦時代、現代（1990
年代以降）の５段階に区分できますが６、第５段階の特徴として、世界
経済の一体化、世界経済の金融化、地域統合と多極化の３点をあげるこ
とができます。世界経済の一体化は、ヒト・モノ・カネ・情報の国境を
越えた大量移動に現れています。航空輸送設備（ジャンボジェット機、
大型空港）の発達とともに、ビジネス、観光、出稼ぎなど、様々な目的
によるヒトの移動が急増しました。世界の民間航空旅客輸送量は、1991
年1.8兆人キロメートルから、2000年3.0兆人キロメートル、2010年4.8
兆人キロメートルへと増加しました７。世界貿易（輸出）規模は、1990
年3.4兆ドルから2000年6.1兆ドル、2010年15.1兆ドルへと拡大していき
ます８。1995年のWTO（世界貿易機関）設立は、経済グローバル化を
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５ フランシス・フクヤマ（渡部昇一訳）『歴史の終わり』（上下巻、三笠書房、1992年、原
著論文は1989年）、サミュエル・ハンチントン（鈴木主税訳）『文明の衝突』（集英社、1998
年、原著論文は1993年）。
６ 上杉忍・山根徹也編『歴史から今を知る』（山川出版社、2010年）13～18頁。
７ 矢野恒太記念会編『世界国勢図会』（各年版）。
８ 国連『世界統計年鑑』（原書房、各年版）。
象徴する事象といえます９。世界のGDP（国内総生産）規模は、1990年
22.7兆ドルが2000年31.4兆ドル、2010年63.1兆ドルへと拡大しました10。
情報流通の増大も目覚しいものでした。世界のインターネット利用者数
は、1997年9000万人が2000年3.5億人、2010年20.2億人へと急増してい
ます11。
世界経済の金融化は、先進国における金融セクターの肥大化が世界経
済を覆っていくことから生じています。米国をはじめとする先進国は、
1970年代のニクソン・ショック（ドルの金との交換停止）、石油危機を
契機に、成長率低下、ポスト工業化の軌道に向かい、実物経済から金融
経済への移行が進展します。1990年代、IT革命の進展、世界各国の金
融市場の自由化とともに、「国際資本の完全移動性」が実現し12、金融
ネットワークが世界全体を覆い13、世界の通貨取引量は1992年200兆ド
ルから2010年1000兆ドルへと膨張しました14。ここから、1997年のア
ジア通貨危機、2008年のリーマン・ショック、2010年のユーロ危機と
いったように金融危機の連鎖が生じることになります。
地域統合と多極化については、次の略年表にみることができます。
1989年 APEC（アジア太平洋経済協力）発足
1990年 マハティール・マレーシア首相、EAEG（東アジア経済グル
ープ）構想提起
1992年 EC、マーストリヒト条約調印⇒1993年発効、EU（欧州連合）
発足
北米３国、NAFTA（北米自由貿易協定）調印⇒1994年発効
ASEAN首脳会議、AFTA（ASEAN自由貿易地域）構想合意
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９ 中川淳司『ＷＴＯ』（岩波新書、2013年）。
10 国連『世界統計年鑑』（原書房、各年版）。
11 『世界国勢図会』（各年版）。
12 水野和夫・萱野稔人『超マクロ展望 世界経済の真実』（集英社新書、2010年）35～36頁。
13 ニーアル・ファーガソン（櫻井祐子訳）『劣化国家』（東洋経済新報社、2013年）84頁。
14 国際決済銀行統計（www.bis.org/）。
1997年 ASEAN＋日中韓首脳会議（以後、定例化）⇒2005年東アジ
ア・サミット
1999年 欧州単一通貨ユーロ導入⇒2002年現金通貨流通
欧州が先行し、これを追って北米、東アジアで地域経済統合が進行し
ますが、この背景には、経済グローバル化のなかで主要国がその地位を
強化しようとする意図が存在すると考えられます。2000年代に入り、
2001年の米国同時多発テロ（⇒アフガン戦争、イラク戦争）、リーマ
ン・ショックを経て、G20が発足し、BRICS（ブラジル、ロシア、イン
ド、中国、南アフリカ）など「新興国」が台頭して、米国の１国覇権が
傾き、世界は多極化の時代に入っていきます15。とりわけ中国の躍進が
目覚しく、G2（米中２大覇権国）といった声も聞かれるようになりま
した。
（３）IT革命
さて、第三の転換、IT革命については、かなり長い期間にわたる技術
文明の大転換を意味しており、現在も進行中であって、その全容はまだ
だれも把握できないほどのスケールであるといえます。そのなかで、
1990年代は、半導体とコンピュータの大容量化、高速化、小型化が一気
に進み、衛星通信、GPS、インターネット16、携帯電話などの新技術が
急速に普及していった時期と位置づけられます。1995年のWindows95発
売はその象徴的事象とみることができます17。
こうした技術革新の背景として、冷戦が終結し、軍事技術が民間に開
放される一方、軍事の領域に投入されていた資源、人材がIT産業に振り
向けられていったという事情を指摘できるでしょう。経済のグローバル
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15 イアン・ブレマー（北沢格訳）『「Ｇゼロ」後の世界』（日本経済新聞出版社、2012年）。
16 村井純『インターネット』（岩波新書、1995年）、同『インターネットⅡ』（岩波新書、
1998年）。
17 脇英世『Windows入門』（岩波新書、1995年）。
化、経済の金融化は、このようなIT革命の進展と相互規定的な関係にあ
ったと考えられます。
IT革命の影響は、金融や経済の領域にとどまらず、社会文化のあらゆ
る方面に及んでいきます。情報流通の双方向化が進み、人々の間のコミ
ュニケーションのあり方が劇的に変わっていくと思われます。大学教育
においても、MOOC（Massive Open Online Courses）にみられるような
授業方法の革新が進展していくでしょう。インターネットを通じた個人
情報の集積、ビッグデータの蓄積がどのように利用されていくか、悪用
されることはないか、不安な面もあります。学生たちが携帯電話、スマ
ートフォンに振り回され、日常的にエネルギーを過剰に費やすという否
定的な面も現れています。
この先、人類の知的活動にどのような影響が及んでいくのか、決して
よいことばかりではないようです。情報処理の高速化、効率化の反面、
思考力、読書能力（脳力）の劣化に通じるのではないかという指摘も出
てきており、注意深くみていく必要があると思います。
２．日本社会の大転換
世界史の転換に同期して日本社会の大転換も進行しています。それは
政治、経済、社会の各領域に明瞭に見出すことができます18。政治面で
は、いわゆる「55年体制」の終焉、自民党単独政権時代の終了です。経
済面では、バブル崩壊を契機とした長期停滞時代への移行です。社会面
では、少子高齢化、非正規雇用の増加などが顕著になってきました。
（１）政治の漂流
まず、政治の変化について、略年表を示しましょう。
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18 消費・文化、事件・メディアまで含め、特に1995年を転機として捉えた文献として、速
水健朗『1995年』（ちくま新書、2013年）がある。
「55年体制」の終焉、小選挙区制の導入は、２大政党時代の幕開け、
政権交代の可能性を予想させるものでしたが、自民党が野党となったの
は、1993～94年の細川政権、2009～12年の民主党（鳩山、菅、野田）
政権の時だけで、しかもいずれも安定感を欠いた短命政権でした。２大
政党に収斂されない民意は第３党以下の諸政党に向かいましたが、小選
挙区制の欠陥により得票率と議席数には大きな乖離が生じ、第１党への
権力集中、第１党内部の執行部権力の肥大化、政権と民意のズレ、民主
主義の空洞化を生んでいます。
その一方、行政改革を通じて官邸主導の政治が可能となり、特に小泉
政権（2001～2006年）、第二次安倍政権（2012年～　）にその傾向が顕
著になりました。高度経済成長とリンクしていた「55年体制」はそれな
りに安定した政治運営を可能にしていましたが、1990年代以降は、政治
の漂流が続き、結果として「強い政権」への志向が醸成され、「戦後レ
ジームからの脱却」が進みつつあります19。
（２）経済の停滞
1985年のG５による「プラザ合意」以降、円高と低金利のなかで「バ
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1989年 昭和天皇死去、昭和から平成に改元
総評解散、連合結成
1991年 PKO協力法成立⇒自衛隊の海外派遣へ
1993年 細川非自民連立政権成立
1994年 衆議院、小選挙区比例代表並立制成立
村山自民・社会・さきがけ連立政権成立
1996年 橋本政権成立（連立から自民単独政権へ）
行政改革⇒省庁再編、内閣府新設（首相官邸機能強化）
19 1990年代以降の日本政治の問題点については、『世界』2014年2月号の特集「空洞化する
民主主義―小選挙区制20年の帰結と安倍政権」参照。
ブル経済」が膨張し、株価と地価は投機的な上昇を続けました。株価
（日経平均）は1989年末に3万8915円のピークを迎え、1990年以降は急
落していきます。地価はやや遅れてだいたい1991年をピークにして下落
していきました。1986年12月から1991年２月までの４年３ヵ月が「バ
ブル景気」とされています20。
景気には山と谷があり、山が高ければ谷が深くなりますが、落ち込み
はいずれ回復するという循環論的な認識が当時は一般的でした。しかし
現実には景気は一向に回復せず、「失われた10年（20年）」といった長期
停滞の時代に入っていきます。金融機関の不良債権問題が解消せず、
1997年の消費税引き上げ（３%⇒５%）を契機に、北海道拓殖銀行、山
一證券などの大手金融機関が破綻し、経済の停滞はさらに深刻になって
いきました。
この原因について、政策的失敗を強調する見解もありますが21、長期
的構造的な要因が重要であると思います。
表１　生産年齢人口と製造業従業者数の推移
出所：総務省統計局編『日本統計年鑑』
通産省（経産省）編『工業統計表』、『我が国企業の海外事業活動』各年版。
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20 『日本経済新聞』2014年3月16日15面。
21 紺谷典子『平成経済20年史』（幻冬舎新書、2008年）。
1980
7884
(1985)
438,518
(1985)
1089
61
1990
8590
435,997
1117
124
2000
8622
341,421
918
281
2010
8103
224,403
776
499
生産年齢人口
（15～64歳）
製造業事業所数
（４人以上）
製造業従業者数
（４人以上）
海外日系製造
業従業者数
万人
万人
万人
表１にみるように、少子高齢化により生産年齢人口は1990年代（ピー
クは1995年）を境にして減少の時代に入っていきます。これに加えて、
産業構造の転換（第二次産業から第三次産業への重心移動）、製造業に
おける海外移転を要因にして、国内製造業は縮小傾向を強めていきます。
製造業事業所数は1980年代から、製造業従業者数は1990年をピークに
して減少し、代わって海外日系製造業従業者数は増加の一途をたどって
いきます。国内と海外の従業者数が逆転するのも時間の問題でしょう。
また、国家財政の面でも、一般会計の税収は1990年度をピークにして、
以後は低下を続けています。にもかかわらず、歳出は伸び続け、赤字を
補填するために国債発行は増加せざるをえず、結果として今やGDPの２
倍を越える債務を抱えることになってしまったわけです22。
このように、経済の面でも1990年代は成長から停滞への構造的転換点
であったといえます。
（３）社会の活力低下
政治の漂流、経済の停滞に対応して、1990年代には社会の活力低下を
示すいくつもの指標を見出すことができます。略年表をみましょう。
1993年合計特殊出生率1.46に低下⇒2005年1.2523
1994年「就職氷河期」、フリーターの増加
1995年阪神・淡路大震災、震災ボランティア⇒1998年NPO法施行
オウム真理教による地下鉄サリン事件
日経連「新時代の日本的経営」発表（「日本的経営」の終焉）
1996年高齢化率15%突破⇒2005年20%突破24
1997年正規雇用数のピーク、非正規雇用の増加へ
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22 伊東光晴「人口減少下の経済」（『世界』2014年3月号）108頁。
23 厚生労働省「人口動態統計特殊報告」(www.mhlw.go.jp/toukei/list/list58-60.html)。
24 内閣府『高齢社会白書』（各年版）。
過労自殺、初めて労災認定
1998年高齢人口、子供人口を上回る
1999年労働者派遣法改定（対象業務の原則自由化）
2000年介護保険制度発足
1990年代における日本社会の変化のうえで重要なこととして、少子高
齢化の進行と非正規雇用の増加をあげることができます。少子高齢化は
長期的な傾向であって、1993年合計特殊出生率の1.5以下への下落、
1996年高齢化率15%突破、1998年高齢人口の子供人口超過などはいずれ
も注目すべき指標であり、1996年から政府は『高齢社会白書』を作成し、
また2000年には介護保険制度が発足しています。高齢人口の増加は経済
水準、医療水準の向上に起因しており、一概に否定的にみるべきもので
はなく、問題は人口構成のうえで少子化に歯止めがかからないことです。
少子化には価値観の変化など複雑な要因が考えられますが、非正規雇
用の増加による所得格差拡大、低所得者層の増大も一因といえます。
1997年をピークに正規雇用の減少、非正規雇用の増加が目立つようにな
り、1999年の労働者派遣法改定はこれに拍車をかけることになりました。
グローバル化のなかで、日本企業は国際競争力を確保するため人件費
の抑制に力を入れ、非正規雇用は雇用者数調整、労務コスト低減の効果
をもつため、公務員の世界も含めて急速な広がりを示していきます。人
件費削減は個別企業体にとってはメリットがあるとはいえ、国民経済的
にみると民間消費の縮小をもたらし、景気の低迷、社会の活力低下に通
じることになります。
このように、1990年代は日本社会の活力低下に至る転換点となった半
面、1995年の阪神・淡路大震災を契機にボランティア活動への関心が高
まり、1998年のNPO法施行に結実したことは、活力向上の要素として
指摘しておくべきでしょう。
ともあれ、1990年代以降、政治の漂流、経済の停滞、社会の活力低下、
35
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総じて日本の国力減退が生じるなかで、隣国中国の国力増進が顕著とな
り、ここに日中関係は構造的な変化の時代を迎えることになります。
Ⅲ　日中関係の構造変化と展望
１　東アジア覇権国交代の200年
東アジア世界は、前近代には中国を中心とする冊封朝貢システムとし
て編成され、中国が覇権国の位置を独占していました25。ところが、世
界史が近代を迎えるなかで、それまで周辺国であった日本が台頭し、新
たな覇権国の地位につきます26。地域覇権の興亡の観点から東アジア近
現代史を振り返ってみると、次のような50年単位の時期区分を設定する
ことができます。
①　19世紀前半まで
中華帝国の覇権、冊封朝貢システムの展開、「鎖国」下の日本
②　19世紀後半（アヘン戦争～日清戦争）
中華帝国の衰退、新興国日本の台頭
③　20世紀前半（日清戦争～アジア太平洋戦争）
日本帝国主義の成立、覇権国化、「大東亜共栄圏」の形成
④　20世紀後半（東西冷戦の時代）
米日連携による東アジア経済覇権、中国封じ込めから開放へ
⑤　21世紀前半（グローバル化と「東アジア共同体」の形成）
成熟国日本の後退、新興国中国の覇権国化
19世紀前半まで（①）は中国、20世紀前半（③）と後半（④）は日本、
21世紀後半は中国が東アジアの地域覇権国であり、19世紀後半（②）は
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25 西嶋定生（李成市編）『古代東アジア世界と日本』（岩波現代文庫、2000年）、濱下武志
『朝貢システムと近代アジア』（岩波書店、1997年）参照。
26 帝国あるいは覇権をめぐる研究は古くから豊富にある。近年の包括的な研究文献に、山本
有造編『帝国の研究』（名古屋大学出版会、2003年）がある。
中国から日本へ、逆に1990年代から21世紀前半にかけて（⑤）は日本か
ら中国へと覇権が移行する時期と考えられます。このような長期の歴史
的文脈のなかで、最近の日中関係における様々な動きを捉えていく必要
があります。20世紀の日中関係、さらには20世紀後半の日米中関係を固
定的にみていては、今後の東アジア情勢に対応することはできないでし
ょう。
英国の碩学ロナルド・ドーアの発言を引用しておきます27。
・「三、四〇年も経てば、西太平洋における覇権国家は中国になって
いるだろう。」
・米中関係は「長い冷戦の始まり」、「米ソの冷戦は半世紀近く続いた」、
「今度は半世紀も要さないだろうが、中国が勝ちそうだ」
・西太平洋における覇権の交代はほとんど必然的だ」
・「日本は依然として米国に密着しているのか・・・米中が・・・衝
突に突き進まないよう、有効に立ち回れるのかどうか」
２　日中経済関係の形勢逆転
1990年代を起点に、中国の経済力が日本を追い抜いていく場面が次々
と現れます。代表的指標をいくつかあげてみましょう。
まず経済成長率の格差です。図２にみるように、日本の低成長、中国
の高成長がまことに対照的に現れています。
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27 ロナルド・ドーア『金融が乗っ取る世界経済』（中公新書、2011年）226-228頁。
図２　日本・中国のGDP成長率
（単位：％）
出所：総務省統計局編『世界の統計』各年版。
この結果、GDP（国内総生産）の規模では、2010年に中国が日本を
抜き、世界第２位の座を占めます。中国が米国を抜き、世界第１位にな
るのは時間の問題といえます。
図３　日本・中国・米国のGDPの推移
（単位：十億ドル）
出所：『世界国勢図会』各年版、『日本経済新聞』2014年1月27日。
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図３に示されるように、2010年以降、日中のGDP格差は大幅に開い
ていくと推測されています。
次に、工業生産の動向をみましょう。鉄鋼生産（粗鋼ベース）では、
図４に明らかなように、中国は2000年には日米両国を上回り、2010年
には世界生産の半ばに近づくほどの生産実績をあげることになります。
図４　日本・中国・米国の鉄鋼生産高の推移
（単位：万トン）
出所：『世界国勢図会』各年版、『朝日新聞』2014年1月25日。
また自動車生産台数でも、図５のように2010年に中国は世界第１位と
なっています。
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図５　日本・中国・米国の自動車生産台数の推移
（単位：万台）
出所：『世界国勢図会』各年版。
むろん、中国に進出した米欧日の外資系メーカーが大きなウエイトを
占めているわけですが、中国が世界の工場となっていること、そして中
国の自動車メーカーが急速に力をつけてきていることは指摘しておかな
ければなりません。電機・電子機器生産でも中国が世界の工場の地位を
確立していることは言うまでもありません。
そこで次に貿易規模の推移を見ましょう。図６によれば、1990年代ま
では日本の輸出入額は中国よりはるかに多かったのですが、2004年に追
い抜かれ、以後は急激に差をつけられたことが明らかになります。2013
年に中国は世界第１位の貿易大国になったと報じられています28。
28 『日本経済新聞』2014年1月11日。
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図６　日本・中国の輸出入総額の推移
（単位：億ドル）
出所：『世界国勢図会』各年版。
ここで問題とすべきは、貿易における日中間の相互依存度の変化です。
1990年代まで、中国にとって対日貿易はきわめて重要な位置を占めてお
り、逆に日本からみれば対中貿易は決定的に重要とまではいえない程度
でした。ところが2000年代に入り、中国からみた日本の位置が相対的に
低下する反面、日本からみた中国の重要性が決定的に高まっていったの
です。これは日中貿易の輸出入両面にいえることであり、2000年代前半
に相互依存度の逆転が生じています。グラフによって確認すると、図７、
図８のようになります。
このことは、貿易面における経済覇権が日本から中国にシフトしつつ
あることを意味しています。むろん、特定品目の重要性など質的側面に
ついても吟味する必要がありますが、まずは量的側面の逆転現象を押さ
えておくべきでしょう。このような日中経済関係における形勢逆転を背
景にしつつ、日中政治外交関係の変遷が起こっているのです。
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図７　日本の輸出の対中比率、中国の輸入の対日比率の推移
（単位：％）
出所：図６に同じ。
図８　日本の輸入の対中比率、中国の輸出の対日比率の推移
（単位：％）
出所：図６に同じ。
３　政治外交関係の悪化
1972年の日中国交回復から1980年代まで、日中政治外交関係はおお
むね良好な基調を維持してきました。ところが、1990年代から2000年
代にかけて関係悪化と改善の両面にわたる複雑な事態が次々に現れてき
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ます。略年表を示します29。
29 高原明生・服部龍二編『日中関係史 1972-2012　Ⅰ政治』（東京大学出版会、2012年）巻
末年表参照。
1989年 天安門事件、欧米による経済制裁
日本政府、制裁緩和・解除を先導
1991年 海部首相訪中、天安門事件後西側最初の首脳として訪中
1992年 中国、領海法制定、尖閣諸島を中国領と明記
江沢民総書記来日、宮澤首相と会談（尖閣棚上げ論、天皇訪
中合意）
平成天皇訪中
1993年 細川首相、日中戦争は侵略戦争と明言
1994年 細川首相訪中
1995年 村山首相訪中
村山首相、戦後50年の談話発表
江沢民国家主席来日
1996年 台湾海峡危機⇒中国脅威論の形成
橋本首相、靖国神社参拝（その後、自粛を表明）
1997年 橋本首相訪中、李鵬首相来日
1998年 江沢民国家主席来日、歴史認識問題の提起
1999年 小渕首相訪中
2000年 朱鎔基首相来日
2001年 中国、日本の歴史教科書の検定に抗議
小泉首相、靖国神社参拝（以後、毎年参拝）
小泉首相訪中、抗日戦争記念館参観
2002年 李鵬全国人民代表大会常務委員長来日
2003年 呉邦国全国人民代表大会常務委員長来日
2004年 サッカーアジアカップ決勝（北京）、反日行動発生
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このように、1989年の天安門事件による中国の国際的孤立に対して、
日本側はその解消を図り、天皇訪中を実現させ、細川首相、村山首相の
談話など、日中関係の前進を図る動きがある一方、中国側からは1992年
の領海法制定による領土問題の提起、1996年の台湾海峡危機にみられる
軍事力強化、1998年の江沢民主席来日時の歴史認識問題の強調など、日
中関係の懸念材料が出されていきます。
2000年代に入り、小泉首相の靖国神社参拝、2005年の反日デモ激化
によって日中関係は相当に悪化し、2006年以降の首脳の相互訪問により
2005年 反日デモ激化（北京、上海等各地）、国連安保理改革、教科
書検定等への抗議
2006年 安倍首相訪中：「氷を砕く旅」（東シナ海共同開発、歴史共
同研究等の提起）
2007年 温家宝首相来日：「氷を溶かす旅」（対話・交流の活発化へ）
福田首相訪中、中国の対日世論改善
日本の対中世論悪化（ギョーザ問題、北京五輪関連のチベッ
ト問題等）
2008年 胡錦濤国家主席来日：「暖春の旅」（戦略的互恵関係の提起）
2009年 麻生首相訪中
2010年 温家宝首相来日
尖閣諸島で中国漁船衝突事件、船長逮捕で中国の対日圧力行使
2011年 温家宝首相来日、東日本大震災の被災地訪問
2012年 日本政府、尖閣諸島国有化⇒領海をめぐる緊張激化、反日暴
動発生
2013年 中国、防空識別圏設定　
安倍首相、靖国神社参拝
2014年 安倍首相、日中関係を第一次大戦前の英独関係になぞらえる
発言
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一定の改善がみられたわけですが、もはや1980年代までの友好的な関係
にもどることはありませんでした。2012年９月の野田政権による尖閣諸
島国有化を発端にして、日中関係は1972年国交回復以降では最悪の状況
に陥ったといえるでしょう。この事態をどう評価し、どのように打開し
ていけばよいのでしょうか。この点を最後に考えていきたいと思います。
４　展望と課題
ここ十数年の日中関係をみると、関係改善と悪化が反復されており、
そこに両国関係の強靭性と脆弱性の両面をみることができます30。脆弱
性としては、両国間の関係改善の外交的努力にもかかわらず、何らかの
きっかけでたちまち関係が悪化する事態が頻発していること、そこには
双方の当局による、この程度のことでは反発を受けないであろうという
甘い認識が伏在していることがうかがわれます。他方、強靭性について
は、経済・社会・文化の多様な領域の交流が継続されており、それらは
一時的に断絶しても間もなく復元されることを指摘できます。経済面に
おける「政冷経熱」現象、また観光客や留学生の往来、文化・学術交流
や自治体交流の広がりは、関係悪化にブレーキをかける役割を果たして
います。
しかしながら、最近のインターネットを介した反日・反中ナショナリ
ズムの相互増幅の悪循環は、事態を一層深刻化させています。そこには、
日中双方の国内における格差社会への不満・不安が作用しており、また
中国側の「大国意識」の高まり、これに対する日本側の対抗意識（国力
低下への焦慮）が影響していると思われます。
それでは、今後の日中関係の再構築のためには、何が必要なのでしょ
うか。根の深い問題であるため、簡単な解決策はありませんが、長期的
視点に立って、強靭性を伸ばし、脆弱性を克服する取り組みが求められ
30 強靭性と脆弱性という二面性の存在については、前掲『日中関係史 1972-2012　Ⅰ政治』
第16章（伊藤剛・高原明生稿）参照。
ます。直面する課題である領土問題、歴史認識問題の打開も必要ですが、
そこに日中関係のすべてを収斂させてしまう構図を作り変えていくため
に多様な交流を促進し、問題の相対化を図っていく必要があります31。
そのうえで、直面する課題への対応としては、次のような方向性が考
えられます。
①　領土問題（安全保障問題）
・事実上「棚上げ」して、共同の取り組みを進め、信頼関係を醸成
水産資源の共同管理、海底資源の共同開発
・防衛当局間の交流を進め、偶発的衝突を抑制
・東アジアの安全保障協議の枠組み創出（北朝鮮に関する６カ国
協議の発展型）
②　歴史認識問題
・歴史共同研究の推進（多様なレベル、日中双方の多様な歴史
認識の交流）
・日中双方の歴史教育の見直し（ヨーロッパの経験に学ぶ）
このような取り組みを通じて、偏狭なナショナリズムを克服し、「国
家」を絶対的前提とする呪縛からの解放を図り、地球市民としての普遍
的視点（人権、平和、福祉、環境等）を追求するとともに、東アジア地
域共同の課題への挑戦を進め、安定した日中関係を基盤とする「東アジ
ア共同体」の形成を目指すべきであると思います。
私は今後、こうした「東アジア共同体」の可能性を探るべく、研究を
深めていきたいと考えています。
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31 日中関係の再構築に関する提言として、毛里和子『日中関係　戦後から新時代へ』（岩波
新書、2006年）217-223頁、毛里和子「排他的ナショナリズムを越えて」（『世界』2014年3
月号、146-153頁）がある。
